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平成1６年３月期  第３四半期業績の概況（連結） 
平成16年1月26日 

 

会 社 名        株式会社日本トリム              上場取引所 東京証券取引所市場第２部 

コード番号          ６７８８                 本社所在都道府県  大阪府 

（URL http://www.nihon-trim.co.jp） 

本社所在地       大阪市北区大淀中一丁目８番34号 

       代表者役職名 代表取締役社長    氏名 森 澤 紳 勝 

問い合わせ先 責任者役職名 取締役経営企画部長  氏名 古 閑 信 夫 TEL（０６）６４５６－４６００ 

決算取締役会開催日  平成16年１月26日 

親会社名      （コード番号：  ― ）       親会社における当社の株式保有比率 ― ％ 

米国会計基準採用の有無    有 ・ 無 

 

１．四半期財務情報の作成等に係る事項 

  当社は、中間（連結）財務諸表の作成基準をベースにしつつ投資家等の利害関係者の判断を大きく誤らせ

ない範囲で一定の簡便な手続きを採用しております。また監査法人による会計監査を受けておりません。 

  なお、四半期財務情報は当期より作成しているため、前年同期比との比較分析は行っておりません。 

  

２．16年３月期第３四半期の連結業績（平成15年４月１日～平成15年12月31日） 

(1) 連結経営成績                                  （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円   ％ 百万円     ％ 百万円    ％ 

16年３月期第３四半期 ７，５４９ (－) １，７２５ (－) １，７８１  (－)  

15年３月期第３四半期 － (－) － (－) － （－） 

（参考）15年３月期 ８，８０７    １，８６１    １，９２２     

 

 四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益 
1株当たり四半期（当期）

純 利 益 

 百万円   ％ 円   銭 

16年３月期第３四半期  ９９７ (－) ２１７．３４  

15年３月期第３四半期 －  (－) －  

（参考）15年３月期 ９６３    ２０９．７０  

(注) １．持分法投資損益 16年3月期第３四半期 ― 百万円 15年３月期 ― 百万円 

    ２．期中平均株式数（連結）16年3月期第３四半期 4,588,600株 15年３月期 4,592,260株 

(2) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

16年３月期第３四半期 １０，１３８ ７，０９６ ７０．０ １，５４８．７６ 

15年３月期第３四半期 － － － － 

（参考）15年３月期 ８，６８９ ６，３２０ ７２．７ １，３７３．１９ 

（注）期末発行済株式数（連結）16年３月期第3四半期 4,581,950株  15年３月期 4,602,690株 

(3) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数  ２ 社 持分法適用非連結子会社数 ― 社  持分法適用関連会社数 ― 社 

(4) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結(新規)   ― 社 (除外)  ― 社    持分法(新規) ― 社  (除外)  ― 社 

 

３．16年３月期の連結業績予想（平成1５年４月１日～平成1６年３月31日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 

通 期 １０，２１６   ２，３０８    １，２０４    

(参考) 1株当たり予想当期純利益（通期）２６１円７３銭 
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１．企業集団等の状況 
 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社日本トリム）及び、株式会社トリムエレクトリックマ

シナリー、TRIMGEN CORPORATIONの子会社２社により構成されており、当社及び株式会社トリムエレクトリックマシナ

リーは電解還元水整水器等の製造・販売、及び電解水の研究開発活動を主たる業務としております。 

 また、TRIMGEN CORPORATIONでは、異常遺伝子検索診断キットの研究開発等を進めております。 

なお、当社は事業の種類別セグメント情報の開示を行っておりませんので、参考として部門別に当社グループの事業

内容及び当社と関係会社の当該事業に係わる位置付けを記載いたしますと、次の通りであります。 

 

(1)販売部門 

 ＤＳ事業部 職域販売を主たる販売形態とする事業部(DIRECT SALEの略) 

  業務部   ＯＥＭ販売、一般卸の事業部 

  ＳＳ事業部 百貨店、スーパーでの催事販売を主とする事業部(STORE SALEの略) 

  ＨＳ事業部 整水器取付サービス・顧客アフターフォロー・顧客からの紹介販売を主とする事業部 

(HOME SALEの略)平成15年10月1日ＨＳ課より改称 

ＴＬ事業部 家庭用電位治療器の販売事業部(TRIM LABOの略） 

(2)保守・メンテナンス部門 

   業務部 

    ＣＳ課  顧客相談・カートリッジ販売窓口 

    業務課  アフターサービス・クレーム対応 

(3)研究・開発部門 

   TRIMGEN CORPORATION（米国での研究開発） 

   本社開発部 

   高知開発部 

(4)整水器・電位治療器等製造事業 

   株式会社トリムエレクトリックマシナリー（当社製品の製造） 

 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次の通りであります。 

 

 

 
 

電解還元水整水器・電位治療器製造 

TRIMGEN CORPORATION 

ＤＳ事業部 

業務部 

ＳＳ事業部 

ＨＳ事業部 

ＴＬ事業部 

ＣＳ課・業務課 アフターサービス・顧客対応 

整水器販売 電位治療器販売 

株式会社日本トリム 

株式会社トリムエレクトリックマシナリー 

研究開発・特許申請窓口 

【 海  外 】       

製造会社（連結子会社） 

販売会社（当社） 

【 国  内 】

製品 

ユーザー 

連結子会社 

開発部 

MD室 

高知開発部 

研究開発部門 
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経営成績 

 (1)当期の概況 

当四半期におけるわが国経済は、一部で企業収益に改善や株式市況の好転など景気の回復基調が見られるものの、

回復に向けた動きは鈍く、雇用情勢も企業の合理化等の影響で失業率は依然高く個人消費は伸び悩み不況色を脱し

きれずに推移しました。 

このような経営環境のもと、当社グループでは、トリムブランドの確立とシェア拡大を目標に市場開拓、当上期

に増員しました営業社員の育成、販売力のレベルアップに努めました。製造子会社（㈱トリムエレクトリックマシ

ナリー）では、製造コスト削減に取り組み部品調達コストの見直しを進めました。また、開発部門においては、蘭

学術誌、米医学誌への論文掲載を背景に還元水の医療への応用に目途がたちました。 

米国子会社TrimGenCorporationは、平成15年11月に日本トリム本社内に日本支社を設立し、12月には国内で研究

用試薬販売会社と販売契約締結に至っております。 

その結果、当四半期連結会計期間(平成15年4月～平成15年12月)の業績は売上高7,549百万円、営業利益1,725百

万円、経常利益1,781百万円、当期純利益997百万円となりました。 

販売事業部別売上高は、ＤＳ事業部3,365百万円、ＳＳ事業部921百万円、業務部2,429百万円、ＴＬ事業部125百

万円、ＨＳ事業部(平成15年10月より事業部設置)は、82百万円となりました。 

 

    【 製 品 別 売 上 高 】              

当 第 ３ 四 半 期    

連 結 会 計 期 間 

前 第 ３ 四 半 期    

連 結 会 計 期 間 
前 連 結 会 計 年 度 期別 

品種 
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

整 水 器 6,757 89.5 － － 7,739 87.9 

カ ー ト リ ッ ジ 476 6.3 － － 558 6.3 

電 位 治 療 器 131 1.8 － － 343 3.9 

そ の 他 184 2.4 － － 166 1.9 

合 計 7,549 100.0 － － 8,807 100.0 

 

 

(2) 業績の見通し 

今後の日本国経済は依然厳しい状況が続くと思われます。当社におきましては、電解還元水の研究を飲用から医療用、

工業用の分野へ拡げるとともに、顧客と取引先の満足度向上を図るため経営基盤の拡充強化に努めます。 

拡大路線の一環として平成16年1月から札幌営業所を開設致しました。また拡販に向け営業拠点の増設を随時検討し

ております。 
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① 要約連結貸借対照表                                   （単位：千円） 

当四半期 
（平成16年3月期第３四半期末） 

前年同四半期 
（平成15年3月期第３四半期末） 

前連結会計年度の 
要約貸借対照表 

（平成15年3月期末） 

期別 
 
科目 

金 額 構成比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

 （資産の部） 
 

 
 ％   ％   ％ 

Ⅰ 流 動 資 産          

１． 現金及び預金  4,453,636   －   3,374,072  

２．
受取手形及び 
売 掛 金 

 997,297   －   725,714  

３． た な 卸 資 産  647,163   －   508,185  

４． そ の 他  138,830   －   103,222  

 流動資産合計  6,236,927 61.5  － －  4,711,194 54.2 

Ⅱ 固 定 資 産          

１． 有形固定資産  3,350,715 33.0  － －  3,404,190 39.2 

２． 無形固定資産  47,852 0.5  － －  51,271 0.6 

３．
投資その他の 
資 産 

 502,969 5.0  － －  522,750 6.0 

 固定資産合計  3,901,537 38.5  － －  3,978,213 45.8 

 資 産 合 計  10,138,465 100.0  － －  8,689,408 100.0 

           

 （ 負 債 の 部 ）   ％   ％   ％ 

Ⅰ 流 動 負 債          

１．
支 払 手 形 及 び 
買 掛 金 

 918,200   －   335,993  

２． そ の 他  1,062,938   －   975,209  

 流 動 負 債 合 計  1,981,138 19.5  － －  1,311,200 15.1 

１． 固 定 負 債  1,060,957 10.5  － －  1,057,841 12.2 

 負 債 合 計  3,042,095 30.0  － －  2,369,041 27.3 

 （ 資 本 の 部 ）          

 資 本 合 計  7,096,369 70.0  － －  6,320,366 72.7 

10,138,465 100.0 － － 8,689,408 100.0  負債・資本合計 

 
  

 
  

 
  



－5－ 

 

 

② 要約連結損益計算書 

 
 
 
 
 

 

 

期別 
 
科目 

金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 

     ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高 7,549,960 100.0 － － 8,807,754 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価 2,295,116 30.4 － － 2,623,482 29.8 

 売 上 総 利 益 5,254,844 69.6 － － 6,184,271 70.2 

Ⅲ 
販 売 費 及 び 
一 般 管 理 費 

3,529,673 46.8 － － 4,322,456 49.1 

 営 業 利 益 1,725,170 22.8 － － 1,861,815 21.1 

Ⅳ 営 業 外 収 益 87,059 1.2 － － 129,132 1.5 

Ⅴ 営 業 外 費 用 31,200 0.4 － － 68,658 0.8 

 経 常 利 益 1,781,030 23.6 － － 1,922,289 21.8 

Ⅵ 特 別 利 益 76,948 1.0 － － 1,029 0.0 

Ⅶ 特 別 損 失 44,942 0.6 － － 75,056 0.8 

 税金等調整前四半期（当期）純利益 1,813,036 24.0 － － 1,848,262 21.0 

 税 金 費 用 815,723 10.8 － － 885,247 10.1 

 四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益 997,313 13.2 － － 963,014 10.9 

        

 

 

 

（単位：千円）

前連結会計年度の 
要約損益計算書 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

当四半期 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年12月31日 

 

前年同四半期 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年12月31日 


